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運輸部門

自動車単体対策
及び走行形態の

環境配慮化
約８２０万ｔ

交通流対策
約５１０万ｔ

物流の効率化
約８４０万ｔ

公共交通機関
の利用促進等

約２８０万ｔ

環境負荷の小さい交通体系の構築

約２，４５０万ｔ-CO2 削減
※2002年度からの目標値

トップランナー基準による削減
量
約２，1００万ｔ-CO2削減
※1998年度からの目標値

自動車交通対策

（国土交通省以外の担当分野を一部含む）

断熱性の向上
空調設備等の

効率化

断熱性の向上
空調設備等の

効率化

約3400万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素（笑気ガス）対策

下水汚泥の高温燃焼（８５０℃）
約130万ｔ
CO2削減

産業部門

建設施工分野における低
燃費型建設機械の普及

約20万ｔ
CO2削減

二酸化炭素吸収源対策

都市緑化等の推進
約28万ｔ
CO2吸収

クリーンエネルギー自動車を
含む低公害車の普及促進
エコドライブの普及促進等
サルファフリー燃料・バイオマ
ス燃料

鉄道、海運の利用促進
自動車輸送の効率化
国際貨物の陸上輸送距離削減

ＩＴＳの推進
路上工事の縮
減等

鉄道等新線の整備
既存鉄道・バスの利用促進
通勤交通マネジメント 等

住 宅： 約850万ｔ 建築物：約2550万t
・一定規模以上の住宅、建築物の新築・増改築・大規模修繕
時等における届出の義務付け等（省エネ法改正）
・住宅金融公庫融資・証券化ローンの枠組みの活用
・日本政策投資銀行融資、税制等による支援 等

建築物建築物

住 宅住 宅

民生部門（住宅・建築物）

道路整備

幹線道路ネット
ワークの整備
ボトルネック対
策

従来から進めてきて
いる施策であり、
2010年のCO2排出

量算定の前提

国土交通省の地球温暖化対策国土交通省の地球温暖化対策
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（１）住宅・建築物の省エネ性能の向上（１）住宅・建築物の省エネ性能の向上
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目標達成計画における排出削減量の実績と見込み

（単位：万t-CO2）

※ 2005年度まで実績に基づく推計。2010年度は目達計画における数値。
2006年度から2009年度までは直線補間したもの。
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※ 2004年度まで実績に基づく推計。
2005年度以降は推計値（2006年度の数値は目達計画における目標設定値）。

（出典）国土交通省住宅局調べ

※ 2005年度まで実績に基づく推計。
2006年度以降は、2006年度前期の省エネ措置の届出における実績を踏まえた推計値。

（出典）国土交通省住宅局調べ

○新築住宅の省エネ基準（1999年基準）達成率５割（2008年度） ○新築建築物（2,000㎡以上）の省エネ基準（1999年基準）達成率８割

○目標達成計画における2010年度の排出削減見込量 住宅：約850万t-CO2 建築物：約2,550万t-CO2

目標達成計画における対策評価指標の実績と見込み
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これまでに行ってきた主な施策

住 宅

改正省エネ法（改正省エネ法（H11H11、、H1H1４、４、H1H1７）７）

住宅ローンの優遇による誘導
地域住宅交付金の活用
環境共生住宅市街地モデル事業 等

住宅性能表示制度の普及推進

先導的技術開発の支援

日本政策投資銀行の融資、税制等による支援

総合的な環境性能評価手法（ＣＡＳＢＥＥ）の開発・普及

法律法律

性能評価性能評価

融資・補助融資・補助

技術開発技術開発

建築物の省エネルギー措置の具体例

機械室

エントランスホール

事務室 湯沸室

（コア部分）

◇日射量のコントロール

◇空気調和・換気設備
・空調部分の個別コントロール

→ 使用していない部分の
空調は行わない

・配管の断熱

◇給湯設備
・ 省エネ型機器の採用
・ 配管の断熱

◇エレベーター
省エネ型機器の採用

◇照明
・周辺の明るさに対応した制御
・高効率照明の採用

◇外壁等の断熱

ルーバー（日よけ）

室内側屋外側

日射 日射量カット

熱ロス 大 熱ロス 小

断熱材熱
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空調は行わない

・配管の断熱
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省エネ型機器の採用

◇照明
・周辺の明るさに対応した制御
・高効率照明の採用

◇外壁等の断熱
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建築物の省エネルギー措置の具体例
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・空調部分の個別コントロール

→ 使用していない部分の
空調は行わない

・配管の断熱
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・ 省エネ型機器の採用
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◇エレベーター
省エネ型機器の採用
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・周辺の明るさに対応した制御
・高効率照明の採用

◇外壁等の断熱
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空調は行わない
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◇給湯設備
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◇照明
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ルーバー（日よけ）

室内側屋外側

日射 日射量カット

熱ロス 大 熱ロス 小

断熱材熱

ダクト

EV

機械室

＜実現のための施策＞

建築物の省エネルギー対策により、2010年において

建 築 物

住宅の省エネルギー対策により、2010年において

グリーン庁舎の整備等 公共建築物公共建築物

断熱 工事とする部分断熱 工事とする部分断熱 工事とする部分断熱 工事とする部分

◇天井の断熱
断熱材（グラスウール）
（厚さ180mm以上）

（東京における木造戸建住宅の仕様例）
住宅の次世代省エネ基準（現行）

◇窓の断熱

複層ガラス

複層ガラス複層ガラス複層ガラス

◇その他
気密性に関する基準
日射の進入の防止に関する基準等

◇外壁の断熱
断熱材（グラスウール）
（厚さ100mm以上）

約850万ｔ-CO2の削減見込み 約2,550万t-CO2の削減見込み

○一定規模以上の住宅・建築物の新築・増改築、大規模修繕等の際の省エネ措置の届出義務（H14、H17年）

○省エネ基準の強化（H11年）
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これまでに行ってきた主な施策

住宅

2,000㎡以上の建築物（非住宅）

・新築・増改築の際、省エネ措置に係る事項
を所管行政庁に届出

・省エネ措置が著しく不十分 → 指示・公表

2,000㎡以上の建築物（非住宅）

・新築・増改築及び大規模修繕等の際、省エ
ネ措置に係る事項を所管行政庁に届出

・省エネ措置が著しく不十分 → 指示・公表

2,000㎡以上の住宅

・新築・増改築及び大規模修繕等の際、省エ
ネ措置に係る事項を所管行政庁に届出

・省エネ措置が著しく不十分 → 指示・公表

拡充

○上記届出をした者は、届け出た省エネ措置に関する維持保全の状況を定期に所管行政庁に報告。
（維持保全の状況が著しく不十分な場合は、所管行政庁が勧告）

建築物

〈改正前 （2003～）〉 〈改正後 （2006～）〉
【省
エ
ネ
措
置
の
努
力
義
務
】

【省エネ措置の届出義務（一定規模以上が対象）】

ストック対策の強化
一定規模（床面積2,000㎡以上）の非住宅建築物の大規模修繕等を行う者に対し、所管行政庁への省エネ措置

の届出を義務付け（改正前は、新築・増改築する者に対してのみ義務付け）
住宅に関する対策の強化

一定規模（床面積2,000㎡以上）の住宅についても、非住宅建築物と同様に所管行政庁への省エネ措置の届出

を義務付け（改正前は、努力義務のみ）

※大規模修繕等：外壁、窓等の大規模の修繕・模様替、空気調和設備等の設置又は大規模の改修
※省エネ措置 ：建築物の外壁、窓等の断熱化、空気調和設備等の効率的な利用

【改正のポイント】

【改正内容】

 

※所管行政庁：建築主事を配置し、建築確認等を行う都道府県等

2006年4月1日施行

改正省エネ法による住宅・建築分野の省エネ対策の強化
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これまでに行ってきた主な施策

住宅性能表示制度の普及推進 総合的な環境性能評価手法（CASBEE）の開発・普及

住宅品質確保法による、省エネ性能等
住宅の性能について消費者に分かりや
すく表示する制度（住宅性能表示制度）
の普及を推進。 （2000～）

●住宅性能表示制度の実績
○ 新設住宅着工戸数に占める割合

（2005年度） 15.6％
○累計交付戸数（2006年3月末まで）：

設計住宅性能評価(新築住宅) 66万戸
建設住宅性能評価(新築住宅) 37万戸

住宅・建築物の居住性（室内環境）の向上と地球環
境への負荷の低減等を、総合的な環境性能として一
体的に評価を行い、評価結果を分かり易い指標として
示すシステムの開発・普及を推進。 （2001～）

CASBEEのイメージ

環境品質･性能環境品質･性能

Q Q (Quality)(Quality)

環境負荷環境負荷
L L (Load)(Load)

仮想境界

BEE=

敷地境界
敷地外への土壌汚染

境界から外部への
騒音、廃熱、排水
など

資源消費、CO2排出など

●地方自治体における環境性能評価の活用

・評価結果の提出義務及び公表

・マンション広告への評価結果表示義務 等

●市場における環境性能評価の活用

・評価結果の自主的な公表によるアピール 等

室内環境
サービス性能
室外環境

エネルギー
資源・マテリアル
敷地外環境
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これまでに行ってきた主な施策

●対象となる住宅

省エネルギー性能、バリアフリー性能、

耐震性能又は耐久性・可変性に優れた住宅

・省エネルギー性能

平成11年基準相当以上

（住宅性能表示基準における

省エネルギー対策等級４に相当）

●金利引き下げ幅

0.3％(当初５年間) 

●2007年度予算額（案）

500億円(公庫へ出資)

（2006年度予算額 300億円）

住宅ローンの優遇による
省エネ住宅の誘導

住宅金融公庫において、省エネルギー性能
等の優れた住宅について、証券化ローンの
金利引き下げを行うことにより、質の高い住
宅の供給を促進。

●対象となる建築物

延べ床面積2,000㎡以上かつ次の何れ

かの要件を満たすもの

・建築物の省エネルギー化

・水資源の有効活用又は雨水の流出抑制

・緑化による良好な都市環境の保全・創出

・建築物の長寿命化

●金利 ： 政策金利Ⅰ

●融資比率 ： 40％

日本政策投資銀行の低利融資制度
（エコビル整備事業）による誘導

環境に配慮した建築物の整備を促進する
ため、特定の要件を満たす建築物の整備事
業に対し、低利融資を実施。

●対象となる住宅

省エネルギー性能、バリアフリー性能、

耐震性能又は耐久性・可変性に優れた住宅

・省エネルギー性能

平成11年基準相当以上

（住宅性能表示基準における

省エネルギー対策等級４に相当）

●金利引き下げ幅

0.3％(当初５年間) 

●2007年度予算額（案）

500億円(公庫へ出資)

（2006年度予算額 300億円）

住宅ローンの優遇による
省エネ住宅の誘導

住宅金融公庫において、省エネルギー性能
等の優れた住宅について、証券化ローンの
金利引き下げを行うことにより、質の高い住
宅の供給を促進。

●対象となる建築物

延べ床面積2,000㎡以上かつ次の何れ

かの要件を満たすもの

・建築物の省エネルギー化

・水資源の有効活用又は雨水の流出抑制

・緑化による良好な都市環境の保全・創出

・建築物の長寿命化

●金利 ： 政策金利Ⅰ

●融資比率 ： 40％

日本政策投資銀行の低利融資制度
（エコビル整備事業）による誘導

環境に配慮した建築物の整備を促進する
ため、特定の要件を満たす建築物の整備事
業に対し、低利融資を実施。
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これまでに行ってきた主な施策

地域住宅交付金の活用

●2007年度予算額（案） 1,870億円
（2006年度予算額 1,520億円）

○高断熱住宅の整備への助成

○公営住宅の外壁や窓等の断熱改修

○環境に配慮した公営住宅の整備 等

○環境共生住宅のモデル展示や効果の検証

等

＜環境共生モデル住宅＞

２１世紀都市居住緊急促進事業

●施行者 民間事業者、（独）都市再生機構

●補助対象

・地球環境貢献型：建築物の省エネ措置

（H11基準相当）

躯体の高耐久化、可変性確保等

など

●補助率

建設費の３％他

●実績

・地球環境貢献型：55地区、11,836戸

新田地区（東京都足立区）

●2007年度予算額（案） 2,531億円の内数
（2006年度予算額 2,591億円の内数）

●基幹事業（公営住宅の整備等）

●提案事業（地方公共団体の提案）

次世代省エネ基準への対応と、
パッシブクーリングに配慮した設計

地方公共団体が主体となり、住宅の省エ
ネ化の促進も含め地域における住宅政策
を自主性と創意工夫を活かしながら総合的
かつ計画的に推進。

環境・資源問題の深刻化などを含む都市・住宅
問題に対処しつつ、21世紀にふさわしいゆとりあ

る生活空間の実現を図る。

地域住宅交付金の活用

●2007年度予算額（案） 1,870億円
（2006年度予算額 1,520億円）

○高断熱住宅の整備への助成

○公営住宅の外壁や窓等の断熱改修

○環境に配慮した公営住宅の整備 等

○環境共生住宅のモデル展示や効果の検証

等

＜環境共生モデル住宅＞

２１世紀都市居住緊急促進事業

●施行者 民間事業者、（独）都市再生機構

●補助対象

・地球環境貢献型：建築物の省エネ措置

（H11基準相当）

躯体の高耐久化、可変性確保等

など

●補助率

建設費の３％他

●実績

・地球環境貢献型：55地区、11,836戸

新田地区（東京都足立区）

●2007年度予算額（案） 2,531億円の内数
（2006年度予算額 2,591億円の内数）

●基幹事業（公営住宅の整備等）

●提案事業（地方公共団体の提案）

次世代省エネ基準への対応と、
パッシブクーリングに配慮した設計

地方公共団体が主体となり、住宅の省エ
ネ化の促進も含め地域における住宅政策
を自主性と創意工夫を活かしながら総合的
かつ計画的に推進。

環境・資源問題の深刻化などを含む都市・住宅
問題に対処しつつ、21世紀にふさわしいゆとりあ

る生活空間の実現を図る。
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（２）公共交通機関の利用促進（２）公共交通機関の利用促進

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

公共交通機関の輸送人員＜約２５億人の改善効果＞

出展：（財）運輸政策研究機構 都市交通年報
（財）運輸政策研究機構 地域交通年報
総務省統計局 人口推計年報

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約３８０万ｔ－ＣＯ２

※２００３年度までは実績。
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
公共交通機関
の輸送人員の
改善効果（百万

人）

642 958 2,500

（単位：百万人）

これまでに行ってきた主な施策

・鉄道新線整備の推進
・都市部における新交通システム等中量軌道システム、
LRT整備の推進
・ICカードの導入等情報化の推進、乗り継ぎ改善、シーム

レスな公共交通の実現等によるサービス・利便性向上を
通じた公共交通機関の利用促進
・駅前広場等交通結節点の整備の推進
・公共交通機関利用促進に資する社会実験の実施・支援
・省エネルギー法に基づく公共交通機関の利用促進
・バス優先信号制御による公共車両優先システム
（PTPS）等の整備の推進

○２００３年度～２００５年度
までに開業した都市鉄道新線

＜開業キロ＞
１３路線
約１４４キロ開業
つくばエクスプレス
(平成17年8月24日開業)

○ＩＴ技術の活用
ICカード乗車券は、平成１８

年４月現在、２５鉄道事業者、

３０バス事業者で導入済み。

○鉄道とバスとの乗り継ぎ利便性向上

○NEDOによる民生部
門等地球温暖化対策
モデル評価事業

○バスの利便性向上

・ バスロケーションシステムの導入

全国で４，６８３系統において導入済み。
（２００５年３月時点）

・ ノンステップバスの導入
全国で６，９７４台導入済み

（２００５年３月時点）
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地域における交通環境改善の先導的事例を全国に拡大

◇環境的に持続可能な交通の実現を目指す先導的な地域を募集し、関係省庁、関係部局の連携により集中的に支援

◇モデル事業には、環境目標の設定・検証、取組効果の持続性の確保を求め、環境の観点から施策の効果を確保

◇ 自治体、地元経済界、交通事業者、道路管理者、警察関係者、ＮＰＯ等、地元の幅広い関係者が参加して事業を推進

環境改善目標の設定（CO2排出削減量等） 取組主体（事業者等）の継続的・自立的取組の確保

LRTプロジェクトの推進 ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ バス専用・優先レーン 歩道、自転車道の整備 CNGバス等の低公害車の導入

バスの活性化
ＬＲＴの整備・鉄
道の活性化等 道路整備等

環 境 の 改 善

サービス改善
ＬＲＴプロジェクト
の推進

交差点改良等

違法駐車対策
の推進

公共交通機関の利用促進 自動車交通流の円滑化 歩行者・自転車対策

ICカードの導入
ﾊﾞｽﾛｹｰｼｮﾝｼｽﾃ
ﾑ

オムニバスタウ
ン
ＰＴＰＳ

地域の合意に
基づくﾄﾗﾝｼﾞｯﾄ
ﾓｰﾙの導入

路上工事の縮減
バス専用・優先
レーン

低公害車の導入

低公害車等
の導入

CNGバスの導入

促進

関連の基盤
整備等

歩道、自転車道、
駐輪場等の整備

交通規制等

バス停改善

通勤交通
マネジメント

従業員のマイ
カー通勤の自
粛等

パークアンド
ライド

低公害車両の
優遇ノンステップバス

共通ICカード

モデル事業のメニュー例

普及啓発
活動

広報活動の実
施

普及啓発

シンポジウム、
イベントの実
施等

交通結節点整備
ボトルネック踏
切の解消

（２－１）公共交通機関の利用促進に関する施策（２－１）公共交通機関の利用促進に関する施策

これまでに行ってきた主な施策

9

環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業



・EMSモデル事業に対する支援等によりエコドライブの取組

を普及促進
・タクシープールの整備によるアイドリングストップの実証実
験
・高度GPS-AVMシステムの整備の支援
・アイドリングストップ等エコドライブの普及啓発

・省エネルギー法の自動車運送事業者への適用
・「グリーン物流パートナーシップ会議」を通じた取組の促進

（３）エコドライブの普及促進等による自動車運送事業等のグリーン化（３）エコドライブの普及促進等による自動車運送事業等のグリーン化

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

◎エコドライブ10のすすめ

EMS用機器の導入

費用の一部を補助

これまでに行ってきた主な施策

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

エコドライブ関連機器の普及台数２０万台

高度ＧＰＳ－ＡＶＭシステム車両普及率１６％

（単位：％）

出展：国土交通省、全国自動車無線連合会調べ

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
エコドライブ関
連機器の普及
台数（万台）

7 20
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及率（％）
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エコドライブ関連機器の普及
台数（万台）

高度GPS-AVMシステム車

両普及率（％）

（単位：万台）

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約１３０万ｔ－ＣＯ２

※２００５年度までは実績。
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（４）自動車交通需要の調整（４）自動車交通需要の調整

○自転車道等の整備 1995年度から2010年度まで約3万kmの自転車道等を整備

3021191714

201020092008200720062005200420032002

（単位：千km）

※ 2005年度まで実績数、2006年度以降は見込み数

出典：国土交通省調べ

○目標達成計画における2010年度の排出削減見込量 約30万t-CO2

対策評価指標の推移
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目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み
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これまで行ってきた主な施策

自転車走行空間等の整備

• 自転車走行空間として、自転車道や自転車歩行者道等の整備を推進

• 自転車利用促進や、自転車道や自転車歩行者道の整備による自転車走行空間の整備を推進

自転車歩行者道の整備自転車道の整備

（例：広島市西区）（例：岡山県岡山市）

12

駅前等の駐輪場整備
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○目標達成計画における2010年度の排出削減見込量 約20万t-CO2

○ETC(ノンストップ自動料金支払いシステム)利用率 2006年春までに約70％まで向上

（５－１）高度道路交通システム（（５－１）高度道路交通システム（ITSITS）の推進）の推進 【【ETCETC】】

約80約706447165

201020092008200720062005200420032002

（単位：％）

※ 数値は、当該年度終了後の値であって、2005年度までは実績数、
2006年度以降は見込み数。

高速道路会社のデータに基づき集計

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

対策指標（ＥＴＣ利用率）
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これまで行ってきた主な施策

車載器購入支援の実施

②マイレージポイントサービス

新規に車載器を購入し、ETCマイレージサービスに
登録すると、600～1,000ポイントプレゼント。

多様な料金割引の実施

二輪車ＥＴＣの本格運用開始

クレジットカード以外の決済方法の導入

ワンストップサービスの実施

・「ETCパーソナルカード」

あらかじめ保証金を預託（デポジット）の上、通行料
金を郵便局の口座から引き落とす方式を平成 17
年11月から導入。

・SA・PAやカー用品店の店頭、大型集客施設等にお
いて、ETCカードの取得からETC車載器の取付・セット
アップを1箇所で実施。

①ETCマイレージサービス

支払った通行料金に応じてポイ
ントが貯まり、そのポイントを還
元額（無料通行分）と交換するこ
とが可能。

・平成18年11月1日から、
四輪車のETCが利用可能
な全国の高速道路におい
て、二輪車ETCのサービス
開始。

・二輪車用ETC車載器の購
入支援策も展開。

・ 料金所渋滞の解消や、料金所周辺の環境改善、多様で弾力的な料金施策の実施、利用者の
利便性・快適性の向上に寄与することから、全国の料金所でETCの整備を実施。

・ また、ETCの普及促進を図るため、ETC車載器の購入支援や、ETCを活用した多様な料金割
引等の施策を積極的実施。

（ 例. 1,000ポイント⇒8,000円分）

②時間帯割引

高速道路を通行する時間帯により、最大50％割引。

①車載器リース制度

割賦販売やリースにより車載
器を導入した場合、その費用
の一部（5,250円）を助成。
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○目標達成計画における2010年度の排出削減見込量 約240万t-CO2

○VICS(道路交通情報通信システム)普及率 約20％

（５－２）高度道路交通システム（（５－２）高度道路交通システム（ITSITS）の推進）の推進 【【VICSVICS】】

約16

2005

約20約13約11約8

20102009200820072006200420032002

（単位：％）

出典：VICS車載器出荷台数はVICSセンター、自動車保有台数（財）自

動車検査登録協力会

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

※ 数値は、当該年度終了後の値であって、2005年度までは実績
数、2006年度以降は見込み数。

対策指標（ＶＩＣＳ普及率）
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これまで行ってきた主な施策

情報伝達 ディスプレイ

光ビーコン

ＦＭ多重放送

リアルタイムに提供さ
れる道路交通情報によ
り、安全で快適な運転
が可能となる

レベル１
文字表示型

レベル２
簡易図形表示型

レベル３
地図表示型

電波ビーコン

ＦＭ多重アンテナ

ディスプレイ

ビーコンアンテナ

ナビゲーション
システム ＶＩＣＳ

受信機

・ 交通流の円滑化による走行速度の向上が実効燃費を改善し、自動車からの二酸化炭素排出量
を減らすことから、 VICSの導入及び普及を促進している。

ＶＩＣＳ対応カーナビのディスプレイ
(赤線が渋滞を表示)



17

（６）路上工事の縮減（６）路上工事の縮減

○目標達成計画における2010年度の排出削減見込量 約50万t-CO2
○１km当たりの年間路上工事時間 2007年までに約２割削減（2002年比）

161169126143186201

201020092008200720062005200420032002

（単位：h/km・年）

※ 2005年度までは実績数、2006年度以降は見込み数。
出典：国土交通省調べ

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み
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これまで行ってきた主な施策

全国の主要都市の直轄国道等において、
年末・年度末の路上工事を抑制

工事の目的、実施時期等を分かりや
すく伝えるため、新しい路上工事看板
を導入

路上工事調整会議による
工事調整や共同施工、共
同溝の整備等により、路上
工事そのものを縮減する
施策を実施

○○○○○○を
なおしています

平成○年○月○日まで

時 間 帯 21:00 ～ 6:00

施工者 ○○○○建設株式会社
電話 ○○－○○○○－○○○○

舗 装 修 繕 工 事
発注者 国土交通省○○地方整備局

□□□□事務所○○出張所
電話 ○○-○○○○-○○○○

○○○○○○を
なおしています

平成○年○月○日まで

時 間 帯 21:00 ～ 6:00

施工者 ○○○○建設株式会社
電話 ○○－○○○○－○○○○

舗 装 修 繕 工 事
発注者 国土交通省○○地方整備局

□□□□事務所○○出張所
電話 ○○-○○○○-○○○○

路上工事の縮減

路上工事の特定の時期の抑制

路上工事のアカウンタビリティ

＜新しい路上工事看板＞

＜地域の道路利用を踏まえた工事抑制の例＞

  

五・十日のうち特に交通量が

多い２５日に路上工事を抑制

(大阪府) 

積雪の多い冬季は、通行や除雪

に支障を与えることがあるため路

上工事を抑制（石川県） 

お盆・正月、有名イベ ント（お 祭り

等）開催日は交通量が多いため、

路上工事を抑制（秋田県） 

観光客の多い GW や夏期の

週末は、路上工事を抑制(沖

縄県) 

＜工事規制情報の提供＞
＜年末の路上工事抑制のポスター＞

三大都市（東京23区、名古屋市、大阪市）において、幹線道路を対象に集中工事を実
施した一定のエリアで、工事終了後、緊急工事等以外の掘り返しを5年間規制する
「掘り返し対策重点エリア」設定

その他、沖縄県の行楽期の路上工事
抑制、大阪府の五十（ごとう）日の路上
工事抑制など、地域の道路利用を踏ま
えた工事抑制を実施

路上工事時間や工事規制情報をＨ
Ｐ等で公表

＜共同溝の整備＞



（７）海運グリーン化総合対策（７）海運グリーン化総合対策

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

海上輸送量（自動車での輸送が容易な貨物（雑貨）量：トンキロ）の増加
＜５４億トンキロ増加＞

出展：「内攻船舶輸送統計年報」

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約１４０万ｔ－ＣＯ２

※２００４年度まで実績、２００５年度以降は見込み

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
海上輸送量

　（億トンキロ）
275.6 311.8 283.9 289.1 293.6 298.1 302.6 307.0 312.0

（単位：億トンキロ）
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これまでに行ってきた主な施策

・スーパーエコシップ等新技術の開発・普及促進施策の推進
・規制の見直しによる海運活性化
・省エネルギー法の荷主及び海運への適用

・新規船舶・設備の導入への支援
・「グリーン物流パートナーシップ会議」を通じた取組の促進
・「流通業務総合効率化促進法」によるモーダルシフトの促進

内航貨物兼油送船「新衛丸」（京浜～伊豆諸島航路に就航）
＜スーパーエコシップの省エネ設備の例＞

二重反転式プロペラの新技術を採用
同航路の在来船に比べ、１０パーセント以上の燃費向上
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（８）鉄道貨物へのモーダルシフト（８）鉄道貨物へのモーダルシフト

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

トラックから鉄道コンテナにシフトすることで増加する鉄道コンテナ輸送

トンキロ数＜３２億トンキロ＞

出展：日本貨物鉄道株式会社 資料

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約９０万ｔ－ＣＯ２

※２００５年度までは実績。

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

輸送トンキロ
（億トンキロ）

3 12 10 14 32

（単位：億トンキロ）
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これまでに行ってきた主な施策

・山陽線鉄道貨物輸送力増強事業
・「グリーン物流パートナーシップ会議」を通じた取組の促進
・輸送力増強に資する新型高性能列車の導入支援等
・省エネルギー法の荷主及び鉄道貨物への適用
・「流通業務総合効率化促進法」によるモーダルシフトの促
進
・環境にやさしい鉄道貨物輸送の認知度向上の推進（エコ
レールマークの普及、推進等）

小口荷物積合せによるコンテナ
共同輸送方式の採用

３１フィートコンテナ共同利用方式による「スー
パーグリーン・シャトル列車」計画（H17)

＜概要＞
※東京～大阪間に利便性の高い31ｆｔコンテナ
用列車を運行
※鉄道利用運送業界が一括プール保有する
31ｆｔウィングコンテナの共同運用方式
※多数の荷主企業やトラック事業者が当該列
車を利用できるようシステムを構築

○グリーン物流パートナーシップ（代表事例）
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（単位：％）

（９）トラック輸送の効率化（９）トラック輸送の効率化

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の実績と見込み

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

車両総重量２４トン超２５トン以下の車両の保有台数＜１２０８００台＞

トレーラー保有台数＜６８８００台＞

営自率＜約１％向上＞

積載効率＜約１％向上＞

出展：自動車保有車両数（財）自動車検査登録協力会
自動車輸送統計年報（国土交通省）

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約７６０万ｔ－ＣＯ２

※２００５年度まで実績、２００６年度以降は見込み

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
車両総重量２４
トン超２５トン以
下の車両の保
有台数(千台)

79.5 89.5 105.4 119.9 118.4 120.8 120.8 120.8 120.8

トレーラの保有
台数（千台）

66.0 67.7 66.2 71.1 68.4 68.8 68.8 68.8 68.8

営自率（％） 84.0 85.2 86.1 86.8 85.0
積載効率（％） 42.8 42.4 43.6 44.6 43.8
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（９）トラック輸送の効率化（対策事例）（９）トラック輸送の効率化（対策事例）

これまでに行ってきた主な施策

・車両の大型化、トレーラー化を推進
・車両の大型化に対応した橋梁の補強
・省エネルギー法の荷主及びトラック事業者等への適用
・「グリーン物流パートナーシップ会議」を通じた取組の促進
・「流通業務総合効率化促進法」によるトラック事業者の輸
送の効率化の推進

○ 車両の大型化、トレーラー化
○ 車両総重量：２４ｔ～２５ｔ

８万台（２００２年度）→１１万台（２００４年度）

○ 営自率の向上
77.2%→86.1%

○ 積載効率の向上

荷主別ラックの活用とトラック
大型化により多数荷主の幹線
輸送を共同化

事例紹介
～ トラック輸送効率化 ～

事業内容

従来、鋼材の二次加工品輸送を、関東の3社が関西（4
トントラック）へ、関西の2社が関東（2トントラック）へ個
別に輸送。

物流拠点にて、貨物を集約化
（4tトラック3台＋2tトラック2台 ⇒ 15tトラック１台）
4トン相当、2トン相当の専用ラックを使用し、荷主ごと
に貨物を仕分けし、積荷管理を効率化

Ｃ社

Ａ社

Ｂ社

１５ｔトラック

集約
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目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

（１０）国際貨物の陸上輸送距離の削減（１０）国際貨物の陸上輸送距離の削減

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

国際貨物の陸上輸送距離（トンキロ）削減＜約９２億トンキロ削減＞

出展：コンテナ貨物流動調査（２００３年）、陸上出入貨物調査（２００３年）等

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約２７０万ｔ－ＣＯ２

※２００２年度までは実績。２００３年以降は見込み
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2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

国際貨物の陸上輸送量

の削減量（億トンキロ） 53.4 58 63 68 73 78 83 87 92

（単位：億トンキロ）

これまでに行ってきた主な施策

・中枢・中核国際港湾における国際海上コンテナターミナル
の整備

・多目的国際ターミナルの拠点的整備

・「グリーン物流パートナーシップ会議」を通じた取組の促進

○国際海上コンテナターミナル等の整備

○「グリーン物流パートナーシップ会議」を通じた取組の促進

中枢・中核国際港湾における国際海上コンテナターミ
ナル等の整備を促進することにより、物流の効率化を
推進している

平成１７年４月より、荷主企業と物流事業者の協働
によるトラック輸送の効率化、鉄道・船舶へのモー
ダルシフト、拠点集約化等の環境負荷軽減に資する
取組みを促進するとともに、ＣＯ２排出量算定手法
の標準化に取り組んでいる。

港湾の適正配置による陸上輸送距離の低減

石狩湾新港

苫小牧港

北米

73km

製紙工場（江別市）33km

４万Ｄ/Ｗ

３万Ｄ/Ｗ

整備前ルート

整備後ルート

石狩湾新港

苫小牧港

北米

73km

製紙工場（江別市）33km

４万Ｄ/Ｗ

３万Ｄ/Ｗ

整備前ルート

整備後ルート
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◆荷主企業の積極的な参加による取組の裾野の拡大
◆荷主･物流事業者の協働によるCO2排出削減計画の策定
◆関係省庁の連携による積極的な支援

CO2排出量算定ＷＧ

●多様な取組に応じた算定手法
の策定と標準化

事業調整・評価ＷＧ

●プロジェクトの醸成・評価

荷主企業・流通事業者
および各業界団体

物流事業者
および事業者団体

監査法人等 シンクタンク 研究機関 研究者
国の地方局 地方自治体 その他

JILS 日本物流団体連合会 経済産業省 国土交通省 日本経済団体連合会

グリーン物流パートナーシップ会議

トラック輸送効率化 国際複合一貫輸送

荷主別ラックの活用とトラック大
型化により多数荷主の幹線輸
送を共同化

フラットラックコンテナを活用し
JRの12ft汎用コンテナによる

国際一貫輸送を実施

３PL事業による物流最適化

広報企画ＷＧ

●優良事例の選出とＰＲ
●普及拡大に向けた広報

物流拠点整備により保管・輸配
送を総合的に効率化し、
物流システムを最適化

複数荷主によるﾓｰﾀﾞﾙｼﾌﾄ

複数荷主の参加により大規模に
モーダルシフトを実施

（７～１０に関する施策）グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組の促進（７～１０に関する施策）グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組の促進
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（１１）（１１） 建設施工分野における低燃費型建設機械の普及建設施工分野における低燃費型建設機械の普及

○目標達成計画における2010年度の排出削減見込量 約20万t-CO2

○低燃費型建設機械普及率 30％

30

201020092008200720062005200420032002 ※ （制度策定中のため普及率の算定は不可能）

（単位：％）

出典：●指定要領に基づく販売台数調査（国土交通省）
→施策対象機種における低燃費型建設機械の推計販売台数

●建設機械動向調査報告（経済産業省・国土交通省）

→施策対象機種における全建設機械の推計販売台数

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み
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これまで行ってきた主な施策

●取組の重点的対象と

して主要３機種を予定
・土工用建設機械３機種で建設
機械ＣＯ２排出量全体の「約６割」

●取組の重点的対象と

して主要３機種を予定
・土工用建設機械３機種で建設
機械ＣＯ２排出量全体の「約６割」

トラクターショベル

低燃費型建設機械指定制度について低燃費型建設機械指定制度について

低燃費型建設機械の使用を奨励し、公共工事において積極的に活用することにより、
低燃費型建設機械の普及を促進する等、建設施工分野におけるＣＯ2削減を推進する。
低燃費型建設機械の使用を奨励し、公共工事において積極的に活用することにより、
低燃費型建設機械の普及を促進する等、建設施工分野におけるＣＯ2削減を推進する。

省エネ機構搭載
建設機械として指
定

●特定の省エネ機構を具備した建設機械
例）アイドリング制御機構，全馬力油圧制御機構，省エネモードなど。

●特定の省エネ機構を具備した建設機械
例）アイドリング制御機構，全馬力油圧制御機構，省エネモードなど。

●標準作業時燃費基準を満たす建設機械
・負荷を用いた模擬作業により、機種毎に定めた

標準作業を測定する際の規格をＪＣＭＡＳにお
いて規程。

・ＪＣＭＡＳ規格に則り各機種各出力帯別に標準
作業燃費基準値を策定。

・基準値のみならず、将来目標値も策定。

●標準作業時燃費基準を満たす建設機械
・負荷を用いた模擬作業により、機種毎に定めた

標準作業を測定する際の規格をＪＣＭＡＳにお
いて規程。

・ＪＣＭＡＳ規格に則り各機種各出力帯別に標準
作業燃費基準値を策定。

・基準値のみならず、将来目標値も策定。

（２００７年度より指定開始）

バックホウ

対象機種

1990年比10％低

減に資する機構

低燃費型建設機械
として指定

省エネ機構搭載型建設機械

低燃費型建設機械

低燃費型建設機械指定制度の創設

（２００８年度中制度策定） 基準値を満たす
建設機械

ブルドーザ
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（１２）高速道路での大型トラックの最高速度の抑制（１２）高速道路での大型トラックの最高速度の抑制

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

大型トラックの速度抑制装置装着台数＜約８０万台＞

（単位：千台）

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約８０万ｔ－ＣＯ２

※２００２年度は１月の数値。２００５年度までは実績地。

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

速度制御装置の装着
台数（千台） 8 117 253 404 720 760 776 792 800
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※国土交通省調べ

これまでに行ってきた主な施策

・道路運送車両法に基づく大型トラックに対する速度抑制装
置の装備の義務付け

・装着が義務付けとなる使用過程車については、平成１８年
８月３１日までに装着

○大型トラック（車両総重量８トン以上又は最大積
載量５トン以上）に対し、９０ｋｍ／ｈ以上で
走行しないようにする装置の装着を義務付け。

○１７年度の削減効果は年間６６．６万トン、全車
に装着された場合は９９．８万トンＣＯ２と推
計される。

車速センサーにより、自動車の
速度を検知し、エンジンECUに
車速情報を送信する。

車速が90km/hを超えている場合
には、アクチュエータを介し、
燃料の噴射量を調節し、車速が
90km/h以上にならないようにす
る。

（一例）
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（１３）鉄道のエネルギー消費効率の向上（１３）鉄道のエネルギー消費効率の向上

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

エネルギー消費原単位＜約７％改善：１９９５年比＞

出展：政府資料等調査会 鉄道統計年報

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約４０万ｔ－ＣＯ２

※２００4年度まで実績。

これまでに行ってきた主な施策

○ 新規車両の導入に対する支援

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010
エネルギー消費

原単位
（kWh/km）

2.46 2.41 2.43 2.42

（単位：kwh/km）

2.46

2.41

2.43

2.42

1.8

2.0

2.2

2.4

2.6

2.8

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

年度

エ
ネ

ル
ギ

ー
消

費
原

単
位

（
kW

h
/
km

）

46.6%
59.8% 65.1% 70.4% 75.0%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1995年度 2000年度 2002年度 2004年度    2010年度　
（目標年度）

省エネ未対応車両

省エネ化車両

電力回生ブレーキ（エネルギー消費効率の向上が図れるブレーキ装置）
などが装備された新造車両の導入を税制特例措置により支援

鉄道車両の省エネ化率の推移

・新規車両の導入に対する支援
・省エネルギー法の鉄道事業者への適用

税の支援

廃車

②

①、②
新造車両

①純増パターン
②代替パターン

新造車両既存車両
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電算処理
技術

（１４）航空のエネルギー消費効率の向上（１４）航空のエネルギー消費効率の向上

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み

（単位：％）

出典：航空輸送統計年報（国土交通省）

（単位：L/人キロ）

○目標達成計画における２０１０年度の排出削減量見込量

約１９０万ｔ－ＣＯ２

※２００５年度までは実績。

これまでに行ってきた主な施策

・新規機材の導入に対する支援
・航空管制・着陸装置の高度化
・エコエアポートの推進
・省エネルギー法の航空事業者への適用

○目標達成計画における対策評価＜２０１０年度見込み＞

エネルギー消費原単位＜約１５％改善＞
1995 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010

エネルギー消費原
単位（L/人キロ）

0.0610 0.0525 0.0535 0.0525 0.0523 0.0519

改善率（95年度比）
（％）
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～

新規機材の導入に対する支援措置 （税制）

○ 法人税
航空機に係る特別償却制度を適用。（交通バリアフリー設備を整備した６０

席以上の航空機に対し、特別償却（基準取得価格（取得価格の２０％相当額）
の２０％））

○ 固定資産税
国内線就航機について、課税標準を軽減。（最大離陸重量に応じて３年間

1/2～2/3）

航空管制・着陸装置の高度化

例）ＲＮＡＶ(広域航法)の導入
ＲＮＡＶを導入することにより、経路設定に柔軟性が生まれ経路の短縮化

等が可能となる。

受動的な飛行
VOR/DME

測位・計算自律的な飛行

【ＲＮＡＶ】

VOR/DME等地上施設からの電波を
受信し、電波発信源に向けて飛行。

運航は、航法の性能（精度）に依存
［航法支援施設＝不特定］

VOR/DME、GPS等からの信号をもと
に自機位置を測位し、計算処理して飛
行コース等を柔軟に設定可能。

運航は、航法機器・地上施設に依存
［航法支援施設＝特定］

【従来の航法】 衛星測位
技術

技
術
革
新
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（１５）下水汚泥焼却における燃焼の高度化（１５）下水汚泥焼却における燃焼の高度化

○目標達成計画における2010年度の排出削減見込量 約130万t-CO2

○高分子流動炉の燃焼の高度化の普及率 100％

100353131

201020092008200720062005200420032002 ※ 2004年度までは実績値、2010年度は目標値。

（単位：％）

出典：国交省調査

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み
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これまで行ってきた主な施策

高分子凝集剤を添加して脱水した下水汚泥を
流動炉で焼却する際に、高温焼却の導入を基
準化することについて検討

下水汚泥の燃焼の高度化の基準

下水汚泥の高温焼却を実施する下水道管理
者に対して、焼却炉の新設・更新等への国庫補
助を実施

下水道事業費による補助

下水道管理者に対し、高分子凝集剤を添加し
て脱水した下水汚泥を流動炉で高温焼却するこ
とによるN2O削減効果について情報発信を実施

削減効果についての情報発信
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下水汚泥の焼却工程でのN2O排出は、下水
汚泥中の窒素に由来
下水汚泥の窒素含有率は他の廃棄物に比
べて大きい
今後とも下水汚泥発生量・焼却量は増加す
る見込み
特に、主流の流動床炉におけるN2O排出係
数が大きい

＜下水道におけるN2O排出の特徴＞ ＜高温焼却による削減効果の事例＞
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（１６）都市緑化等の推進（１６）都市緑化等の推進

○目標達成計画における2010年度の吸収源見込量 約28万t-CO2
○公共公益施設等における高木植栽本数 高木植栽本数の増加量を7千5百万本と想定*

757269666360585450

201020092008200720062005200420032002

（単位：百万本）

＊上記は公共公益施設における高木の植樹計画等に基づく試算であり、
現在新たな国際ガイドラインに基づく算定手法を検討中。

※ 2005年度までは都市公園整備等の実績に基づき推計。
2006年度から2009年度までは便宜的に直線補間したもの。

出典：都市公園等整備現況調査

目標達成計画における排出削減量・対策評価指標の
実績と見込み
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これまで行ってきた主な施策

都市公園の整備、都市緑化の推進等により、
都市における新たな緑地空間を創出

都市公園の整備、道路、河川・砂防、港湾等における緑化の推進、既存の民有緑地の保全、新たな緑
地空間の創出等の推進

公園・緑地における取組

技術開発

○都市緑化等によるCO2
吸収量の算定

普及啓発

○みどりの月間（4/15-5/14）
○都市緑化月間（毎年10月）
○都市緑化基金の活用 等

民間開発にともなう緑の確保など、市街地等に
おける緑化を推進
○緑地協定制度、地区計画等緑化率条例制度

等の活用
○緑化施設整備計画認定制度の活用

（緑化施設整備に対する
固定資産税の特例措置）

○政策投資銀行融資制度
（エコビル整備事業）の
活用 等

○自然再生事業や多自然川づくり
により緑豊かな河川空間を創出
○都市山麓グリーンベルトの整備な
どにより
緑豊かな
都市環境
を創出

河川・砂防における取組

多自然川づくり

＜都市公園の整備＞

＜都市緑化の推進＞

その他各分野においても、
新たな緑地空間の創出を
推進

取組の例

都市公園事業を通じた用地の確保、樹木の植
栽等を推進
○都市公園・緑地保全等

事業に係る予算補助
（用地１／３、

施設１／２等）
○公園用地の確保に係る

税制上の特例措置 等

道路における取組

○道路緑化の推進により、安全か
つ快適な道路交通環境、道路景観
等を創出
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（１６）環境自主行動計画（１６）環境自主行動計画

国土交通省では、２０００（平成１２）年度から、概ね毎年度、運輸業界における地球
温暖化防止ボランタリープランの策定・進捗状況のフォローアップを実施し、その結果
を公表
社会資本整備関係団体が策定した自主行動計画の進捗状況のフォローアップを実施

環境自主行動計画策定団体

■ 日本造船工業会
■ 日本中小造船工業会
■ 日本鉄道車輌工業会
■ 日本建設業団体連合会
■ 日本土木工業協会
■ 建築業協会
■ 住宅生産団体連合会

□ 日本舶用工業会
□ 日本自動車整備振興会連絡会
□ 日本舟艇工業会

■ 日本冷蔵倉庫協会
■ 日本ホテル協会
■ 不動産協会

□ 国際観光旅館連盟
□ 日本観光旅館連盟
□ 日本倉庫協会

■ 全国通運連盟
■ 全日本トラック協会
■ 日本民営鉄道協会
■ 定期航空協会
■ 日本船主協会
■ JR７社
■ 日本内航海運組合総連合会

□ 日本バス協会
□ 全国乗用自動車連合会
□ 日本港運協会
□ 日本旅客船協会

産業部門 業務部門 運輸部門

運輸関係団体、社会資本整備関係団体の３３団体が自主行動計画を策定。
全ての団体が、ＣＯ２排出量削減率、エネルギー原単位改善率、低公害車普及率等の数値目標を設定。

※１ ■は、経団連自主行動計画参加団体（２１団体）
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